
1.＜施策の概要＞

2.＜指標の設定＞

3-1.＜指標から読み取れる成果と課題＞

3-2.＜住民ニーズ等を踏まえた課題・他自治体の取り組みから学べる点＞

関連課

基本理念 活力あふれ魅力ある学研都市のまちづくり
統括課 事業部　産業振興課

基本方針 けいはんな学研都市

施策名 企業誘致

① ○ 研究開発型産業施設立地数(誘致企業数) か所 産業振興課調べ

重
点

指標名 単位
他団体比較

団体名／実績／年度
算式・引用等

方針・
目標等

◆持続性を確立するための産業施設の集積　◆企業と住民の
交流が盛んな職住近接のまちづくり

実施内容

◆新規用地の確保　◆立地企業まちづくり協議会を中心に企業と住民との交流の場づくり　◆
産学公･企業間連携など企業の事業環境の向上

② ○ 研究開発型産業施設地元雇用者数 名 産業振興課調べ

24 25 26 27

H26(試算)

①
目標 24 25 27 28 30 32

実績

H21(実績) H22(実績) H23(実績) H24(実績) H25(試算)

⑤

目標 - 132 145 150

③

実績
⑤

目標

④

実績
④

目標

実績
③

目標

150 160

実績 - 132 141 141
②

･平成16年度に企業立地促進条例を施行し、企業誘致に努めてきた結果、学研地区外も含め27社が立地操業
しており、地元雇用者の創出に繋がっている。
･景気低迷の影響から停滞した時期もあったが、平成23年度からは景気の回復傾向が企業誘致にも現れ始め
ており、現在、複数の案件について立地に向け調整を行っている。
･学研都市就職フェアを開催し、企業と地元求職者の雇用マッチングに努めてきた結果、立地企業の人材の
充足については概ね満たされてきている状況にある。

･立地企業では、一定、人材が充足してきていることから、新卒者の定期採用に切り替える企業も出てきて
おり、あらたなマッチングの仕組み作りが必要である。
･企業の立地が順調に進んできた結果、誘致するための用地が不足してくる可能性がある。
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4-1.＜施策を構成する事業＞

4-2.＜施策を構成する事業の成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

33,446 49,661 50,789 31,000一般事業 177

43,090

企業誘致促進事業 43,307 44,183 35,091 50,571 50,789 31,000

42,449 42,877

H25(予算) H26(試算)

1 ○

産業振興課 54,109 56,065 47,040 62,661 62,879

重
点

部　門
／事業名

／種別／決算書説明頁

事業費(人件費含む)／事業費のみ／事業費一財　＜単位：千円＞

H21(実績) H22(実績) H23(実績) H24(実績)

6,000 6,000 6,000一般事業 179

3

8,575 8,575 8,575
新産業創出交流センター事業
負担金

6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,0002

産業振興課 8,737 8,309 8,546

6,000 6,000 6,000

4

6

5

7

9

8

･京都府の優遇制度と連携した助成制度とすることで、京都府の要件を満たさない小規模企業をカバーする
とともに、町の独自の助成金である操業支援助成を設けることで、メリット感のある助成制度となってい
る。　･企業の操業までの時間的なニーズに合うよう、全庁的に行政手続き等のスムーズな進捗に努めてき
た。　･積極的な企業誘致に取り組み始めてから現在までにおいて、一定順調に企業立地が進んできてい
る。一方で、新たな企業誘致用地の確保が課題となっている。　･新産業創出交流センターの産業支援機能
を活かし、企業間のビジネスマッチング、国や府への補助金申請の支援、立地企業によるまちづくり協議
会の活動支援など、立地企業の事業拡大･継続に寄与している。

･企業誘致をさらに促進するため、京都府と連携して規制緩和など必要な措置について検討する。
･学研地区まちづくり協議会の活動との連携や支援に努めるとともに、交通アクセスの充実などについて京
都府や関係機関に働きかけることにより、立地環境の改善を図る。
･職住近接のまちづくりを促進するため、立地企業の定期採用に合わせた求職者とのマッチングの仕組み作
りについて研究する。
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